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1 ． 佐渡市の概要
　本市は、新潟県の北西（新潟沖）に位置し、四
方を日本海に囲まれた島です。
　平成16年 3 月 1 日に10市町村が合併して誕生
し、現在は人口約 6 万 4 千人の一島一市となって
います（図− 1 ）。

　佐渡島の玄関口である両津港は、新潟市から約
67㎞の航路（国道350号）にあり、カーフェリー
で 2 時間30分、高速船ジェットフォイルでは、 1
時間で結ばれています。
　佐渡市の北部は金北山を主峰とする大佐渡山
脈、南部は大地山を主峰とする小佐渡山脈、そし
てそのふたつの山脈に挟まれるように米どころと
しても知られている国仲平野が横たわっていま
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す。島の面積は855㎢でその大きさは東京23区や淡
路島の1.5倍、沖縄の 3 分の 2 と、離島としては
日本一を誇っており、その海岸線延長は280㎞の
うち102㎞が海岸保全指定区域となっております。
　佐渡市では「人とトキが共に生きる島づくり」
を環境施策の基本として、豊かな自然の回復や環
境負荷の少ない循環型社会の実現に取り組んでお
り、市章（図− 2 ）には佐渡島で羽ばたく「トキ」
の姿がイメージされ、豊かな自然と、未来へと続
く薫り高い文化が表現された「夕日・朝日に輝く
佐渡島 : オレンジ」と「佐渡島を取り巻く海 : ブ
ルー」をモチーフとしたシンボルカラーで表され
ています。
　また、豊かな自然環境の中、歴史、伝統文化、
芸能等の多様な観光資源が現代に息づいており、
幕府財政を支えた佐渡金銀山は、世界遺産登録を
目指して全島的な取り組みが行われています。

2 ． 冬期風浪災害
　平成20年 2 月22日夜に日本海で発生した低気圧
が23日朝には三陸沖に進んで急速に発達し、日本
付近は冬型の気圧配置が強まり、佐渡では22時
間（ 2 /23 11：00〜 2 /24  9 ：00）に亘って風速
15m/s を超える強風を観測しました。
　さらに低気圧は本州東方海上で発達を続け、北
海道西方海上では北向きの暴風が長時間継続しま
した。この海域で発生した高波が、波長の長いう
ねりとなって南に伝播し、近傍の岩船港観測所で
は最大波高（Hmax）9.67m（ 2 /24  4 ：00）を
観測するなど、北からの異常な高波（いわゆる「寄
り回り波」）が、佐渡や粟島、富山湾など日本海
沿岸を襲いました。
　通常の冬期風浪は、北西の季節風により生じる
ことから、佐渡では北西〜西向きの海岸に高波が
襲来します。しかし、今回の災害では、通常遮蔽
域となる北〜北東向きの海岸で大きな被害が発生
し、地域のお年寄りから「あんな大波は、生まれ
て初めて見た」との声が多く聞かれました（図−
4 ）。
　佐渡島内では、重軽傷 9 名、建物被害62棟など

（新潟県防災局調べ2008/ 6 /13現在）の一般被害
が発生したのをはじめ、漁港、水産、海岸施設で
は壊滅的被害となり、被害額は佐渡を中心として
県内で約228億円（新潟県防災局調べ）にのぼり
ました。
　水津海岸（風島なぎさ公園）においては、設
計外力（沖波波高 Ho=8.19ｍ：W=1/50) を遙か写真－ ３　道遊の割戸

図－ ３　災害時の気圧配置（出典 : 新潟地方気象台）
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図－ ４　今回（Ｈ20災）被災波の特徴と被災箇所分布図

写真－ ４　被災前の水津海岸（風島なぎさ公園） 写真－ ５　被災時の波浪状況（同左）
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に上回る異常波浪（沖波波高 Ho=10.02ｍ：W ≒
1 /180）が来襲しました。これにより、巨石空張
緩傾斜護岸が約500ｍに渡り欠壊し、波浪抑制や
養浜安定化を目的に設置されている突堤 3 基が飛
散崩壊しました。被災原因は、基本的に超過外力
に対する被覆材等の重量不足に起因するものでし
た。

写真－ ７　越波により冠水した主要地方道佐渡一周線
　　　　　（写真－ ４の右手奥）

写真－ ６　水津地区海岸の住家被害

写真－ ８　高波により打ち上げられた漁船と事務所
内で ４名の負傷者を出した水津漁協事務
所（写真左側）
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10ｔ被覆ブロックの移動・流出

被覆石の移動・流出
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写真－ ９　被災箇所全景
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　さらに護岸天端を越波した海水は背後の集落を
襲い、非住家全壊、住家半壊などの大きな被害を
もたらし、唯一のライフラインである主要地方道
佐渡一周線も浸水により一時通行不能に陥りまし
た。
　計画規模を遙かに上回る高波による越波、路面
冠水、砂利堆砂等で思うように前に進めず、調査
は困難を極めました。
　24日夜から波も少しずつおさまり、応急工事に
順次着手され通行規制をかけていた県道 2 区間は
25日11時に解除されました。被災箇所の調査も速
やかに進められるとともに、護岸欠壊により、背
後の住家が危険な状態となっていた箇所について
は大型土のうによる応急仮締切を行い、 2 月27日
夕方には応急仮工事を完了しました。
　調査の結果、佐渡島内の海岸施設（国土交通省
所管）においては、離岸堤・人工リーフ・突堤・
護岸等が14箇所で被災し、約20億円の被害が生じ、
うち13箇所については、原形復旧対応を行うこと
となりました。しかし、特に被害が大きかった水
津地区海岸については、平成19年の災害復旧工事
が終了したばかりの連年災箇所でもあり、改良復
旧の検討も開始され、発生翌週の 3 月 6 日には防
災課総括災害査定官に来島いただき、復旧方針に
ついて現地指導をいただきました。
　災害発生後の早い段階での現地打合せにより、
復旧方針を円滑に進めることができたほか、総括
災害査定官による調査結果がマスコミに広報さ
れ、地域住民に大きな安心感がもたらされました。

3 ． 水津地区海岸災害関連事業について
　水津地区海岸は、海浜公園となっており海水浴
やキャンプなど佐渡島内でも有数のアウトドアス
ポットとなっている海岸です。今回の災害では、
海浜安定を図る突堤群や巨石張緩傾斜護岸などに
壊滅的被害が生じました。
　復旧にあたっては、既設突堤による波浪減衰
効果が期待できない区間の越波被害の軽減を図
ることを目的に、整備計画規模である超過確率
W= 1 /50により改良復旧を行う方針として3つの
防御計画が立案され
　①　人工リーフによる面的防御 案
　②　離岸堤による面的防御 案
　③　防潮堤による線的防御 案
の比較検討がおこなわれました。これまで新潟県
における類似の改良復旧事業では、『①人工リー
フによる改良復旧』が多く実施されています。し
かしながら、当海岸は海底勾配が約 1 /10程度と
急峻な地形であること、現況の景観や環境にも十
分配慮する必要があることから、総合的な比較検
討をおこない、既存の巨石張緩傾斜護岸の嵩上げ
を行う『③防潮堤案』に決定されました。さらに
は、今回の災害では被災しなかった巨石空張緩傾
斜護岸等についても「被災箇所に接続した脆弱な
残存施設」として、コンクリート練構造化による
補強を行う計画が立案され、今回のような越波被
害の軽減を図り、地域住民の生活を守ると共に今
後の防災対策のため、平成20年 7 月 3 日に国より
8.2億円余りの事業採択を受け、新潟県により事
業着手されました。
　
　事業概要
　　事業延長　　　L=728.6ｍ
　　突堤　　　　　N=3基（自然石被覆）
　　護岸工　　　　L=493.6ｍ
　　防潮堤　　　　L=231.0ｍ
　　護岸補強工　　L=460.8ｍ
　　事業費　　　　8.2億円
　　　内災害費6.1億円　関連費2.1億円

写真－10　総括災害査定官による現地査定
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図－ ５　防潮堤護岸標準断面図（土堤部）

図－ ６　防潮堤護岸標準断面図（擁壁部）

　さる平成20年 9 月25日には10羽のトキが試験放
鳥され、27年振りに佐渡の空を舞いました。水津
地区海岸周辺は、トキの最後の自然生息地として
知られ、平成21年 1 月には『にほんの里100選（朝
日新聞社主催）』にも選定された自然豊かな海岸
です。
　工事にあたっては、できるだけ従来の自然材料
を有効利用し、またコンクリートを使用する場合
も極力目立たなくする等、被災前と同じ自然豊か
な環境と景観になるよう配慮しながら防潮堤工事
などが実施されました。
　地元の方々の理解と協力をいただきながら、背
後の人家を守る重要区間については平成21年冬期
風浪前までに概成させ、また海水浴エリアについ
ても平成21年夏までに開放するなど順次工事が進
められました。
　これにより台風や冬期風浪による高波被害から

の防御機能が大きく向上し、住民が安心して生活
でき、また海岸利用可能な海岸保全施設の充実が
図られました。

4.  おわりに
　近年の気候の寒暖や雨量は我々が過去に経験し
対策を練ってきた範囲を上回る傾向にあることか
ら、万一の事態に市民の皆様が迅速に避難できる
体制づくりが肝要になってきています。このため
佐渡市では、冬期の波浪には特に警戒する必要が
あることから、自主防災組織づくりに力を入れ、
地域防災力の向上に努めています。
　結びに、災害が起きる都度、新潟県を始め、多
くの関係者の方々から迅速な対応をいただいてい
ることに厚く感謝申し上げますとともに、今後と
も引き続きご支援くださいますようお願いします。

親災部分

関連部分
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写真－11　被災した緩傾斜護岸と突堤C

着手前

竣功

写真－13　防潮堤施工区間の着手前と竣功

写真－14　水津地区海岸の完成状況

写真－12　改良された防潮堤と突堤C
　　　　　（ 8 t かんらん岩被覆）
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１ ．はじめに
　平成22年10月18日〜20日にかけて奄美地方付近に
前線が停滞し、20日には奄美地方で大雨が発生して
土砂災害や洪水氾濫による被害が発生した。ここで
は、この奄美地方の大雨による災害について、気象
概要、被害状況ならびに国土交通省の対応について
述べる。

２ ．気象概要
　10月18日〜20日にかけて前線が奄美地方に停滞
し、この前線に向かって南から湿った空気が流れ込
み、大気の状態が不安定となった。
　この影響で奄美地方では、北部を中心に19日明け
方から激しい雨となり、20日昼前からの解析雨量（※）

が 1 時間に120㎜以上の記録的大雨となった。奄美
市では、20日の最大24時間降水量が648.0㎜となり、
観測史上1位の記録を更新した。
　18日〜20日までの総降水量は、奄美市で10月の平
年の月降水量の約 3倍に匹敵する715.5㎜を観測し

た。（気象概要等は気象庁発表資料の速報値）
※解析雨量とは、気象レーダーにより観測された雨
の強さを、アメダス等の雨量計により観測された
雨量を用いて、解析・補正したもの

３ ．被害状況
　この大雨により、土石流等18件、地すべり 4
件、がけ崩れ27件が発生し（国土交通省調べ：Ｈ
22.11. 8 時点）、奄美市においてグループホームわ
だつみ苑において入所者 2名が死亡したほか、龍郷
町においてがけ崩れにより倒壊した家屋の下敷きと
なり 1名が死亡した。また、家屋被害は全壊10棟、
半壊475棟、床上浸水123棟、床下浸水761棟に上った。
（消防庁調べ：Ｈ22.11.17時点）
　公共土木施設については、鹿児島県管理の国道及
び県道だけでも30箇所以上の通行止めが発生し、こ
の大雨による国土交通省所管の公共土木施設の被害
報告額は68億円に上った。（鹿児島県被害報告：Ｈ
22.11. 9 時点）

災害最前線

鹿児島県奄美地方における大雨による
災害について

国土交通省河川局防災課　

図− １　10月20日の24時間積算降水量（解析雨量）（気象庁HPより）

0 10 20km

鹿児島県奄美市名瀬 648.0mm
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４ ．国土交通省の対応
　国土交通省九州地方整備局では、被災翌日の10月
21日〜11月 2 日の13日間にリエゾン（情報連絡担当
官）をのべ96人・日派遣し、鹿児島県等との連絡調
整を行った。
　また、21日に鹿児島県からの要請を受け、九州地
方整備局の緊急災害対策派遣隊（TEC-FORCE）
を10月21日〜11月 5 日の16日間にのべ293人・日（後
述の高度技術支援班を除く）を派遣し、被災状況の
調査や情報通信等に必要な機材の運用を行う等の支
援活動を行った。
　さらに26日には、TEC-FORCE の一環として国
土交通本省から総括災害査定官等からなる高度技術
指導班 6名を派遣し、鹿児島県及び関連市町村に対
して道路等の社会基盤の早期復旧に向けた復旧方
針、復旧工法等の技術的な支援・助言を行った。（後述）
　そのほか、TEC-FORCE の活動等のために10月
22日〜31日の間、九州地方整備局および四国地方整
備局の災害対策用ヘリコプターを派遣したほか、九
州地方整備局の衛星通信車 2台、照明車 2台、情報
収集車 1台、Ku-SAT 1 台等の機材の派遣を行った。

○TEC-FORCE高度支援班の活動について
　TEC-FORCE 高度支援班では、ヘリコプターに
よる上空からの調査、現地調査 9箇所、机上調査（写
真等） 9箇所を行い、応急工事実施の留意事項、復
旧工事の検討・実施にあたっての留意事項など助言
を行った。

Ⅰ．ヘリコプターによる上空からの調査
　上空からの調査では、多数の土砂崩落箇所が確認
された。解析雨量で200㎜/日以上のエリアで被災が

多かった。今回の被害の特徴としては、地質の大部
分が強風化の砂岩頁岩であり、規模の大きい土砂崩
落が確認されたことがあげられる。（写真− １、２）

Ⅱ．現地調査
　国道58号を中心として、鹿児島県・奄美市の要望
により 9箇所の調査を実施した。（写真− ３〜 ８）
現地調査実施箇所
①　二級河川住用川（奄美市住用町西仲間地先）
②　二級河川中勝川（龍郷町中勝仲間地先）
③　国道58号（龍郷町浦地内）
④　国道58号（奄美市名瀬浦上地内）
⑤　国道58号（奄美市住用町城

ぐすく

地内）
⑥　（主）名瀬竜郷線（龍郷町円地内）
⑦　（主）名瀬竜郷線（龍郷町円〜安木屋場）
⑧　市道名瀬勝ボレ松線（奄美市名瀬大字名瀬勝地
内）

⑨　市道平田朝戸線（奄美市名瀬大字有屋地内）
　今回の調査では、国土交通省の総括災害査定官や
土砂災害の専門家などが、調査箇所ごとに具体的な
助言を行った。
　河川の被災箇所では、被災状況調査や応急工事実
施時の留意事項、また、道路の被災箇所では、被災
原因に応じた復旧工法の考え方や災害申請にあたっ
ての留意事項などの助言を行った。特に、台風14号
が奄美地方に接近していたことより、応急工事の早
期実施のため具体的な工法を提案し二次災害防止の
アドバイスを行った。更に、土砂災害が多かったこ
とから、崩落斜面頭部の調査を広範囲に行うことや
調査手法へのアドバイスを行うとともに、離島とい
う点より土捨場の確保など事業実施時に向け検討課
題の提示も行った。

写真− １　国道58号（龍郷町浦付近） 写真− ２　（一）佐仁赤木名線（奄美市笠利町川上付近）
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写真− ３　二級河川 住用川支川冷川
（奄美市住用町西仲間地先）

写真− ６　国道58号（奄美市名瀬浦上地内）

写真−５　国道58号（龍郷町浦地内） 写真− ８　市道 名瀬勝ボレ松線
（奄美市名瀬大字名瀬勝地内：調査状況）

写真− ４　二級河川中勝川（龍郷町中勝仲間地先） 写真− ７　国道58号（奄美市住用町城
ぐすく

地内）
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　平成２２年度水防功労者国土交通大臣表彰式が、１１
月２４日に挙行され、水防活動で著しい功績のあった
４団体及び永年にわたり水防活動に従事し顕著な功
労のあった１２名の方々が、表彰されました。
　我が国は、自然的・社会的環境から洪水等による
災害を受けやすく、毎年のように豪雨や台風による
洪水が全国各地で発生しております。
　今年も台風や梅雨前線の影響による大雨の被害が
発生しており、尊い人命と多くの財産が失われてお
ります。
　このような状況の下、受賞された方々は、降り続
く豪雨、河川の増水という極めて危険な状況の下、
住民の安全を守るという確固たる信念を持ち、昼夜
を分かたず団員一丸となって水防活動等に尽力され
るなど、地域の被害の軽減のために多大なる貢献を
されました。また、平素は長年の豊富な経験と情熱
を持って、水防技術の向上に努められるなど、水防
体制の強化・拡充に多大な功績を挙げられました。
　国土交通省といたしましては、安全で安心できる
地域社会を実現するため、治水施設の整備を強力に
推進しておりますが、それと並び、水防関係者によ
る積極的な水防活動が災害から国民の生命と財産を
守り、被害の防止、軽減を図る上で極めて重要な役
割を担っております。
　このような意味においても今回受賞された方々の
水防活動は、水防精神に徹したものとして、その功
績は誠に顕著であり、他の模範となるものです。
　なお、水防団員として永年勤続され、退職された
方々（全国で２７６名）に対する国土交通大臣表彰も
各府県より伝達される予定です。
　受賞者は次のとおりです。

１ ．水防功労者国土交通大臣表彰受賞者（敬称略）
⑴　団　　体
　・岩手町消防団（岩手県）
　・上田市消防団（長野県）
　・青木村消防団（長野県）
　・飯田市消防団（長野県）
⑵　個　　人
　・武　山　善　治（岐阜県）
	 ［羽島市水防団・団長］
　・黒　田　正　貞（岐阜県）
	 ［羽島市水防団・分団長］
　・山　北　　　肇（岐阜県）
	 ［羽島市水防団・分団長］
　・西　山　雅　利（岐阜県）
	 ［岐阜市西郷水防団・団長］
　・杉　山　雄一郎（静岡県）
	 ［静岡市水防団・分団長］
　・角　野　順　一（大阪府）
	 ［淀川左岸水防事務組合・分団長］
　・西　田　甚　作（大阪府）
	 ［淀川左岸水防事務組合・分団長］
　・川　渕　信　彦（大阪府）
	 ［淀川左岸水防事務組合・分団長］
　・松　山　征　勝（大阪府）
	 ［淀川右岸水防事務組合・分団長］
　・梶ケ山　康　夫（大阪府）
	 ［大和川右岸水防事務組合・副団長］
　・髙　早　保　治（大阪府）
	 ［淀川右岸水防事務組合・本部付部長］
　・中　野　 久雄（大阪府）
	 ［大和川右岸水防事務組合・分団長］

平成２２年度水防功労者国土交通大臣表彰

国土交通省河川局防災課　
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２ ．退職水防団員等表彰受賞者府県別内訳

府 県 名 受 賞 者 数

埼 玉 県 ２２
神 奈 川 県 ３
長 野 県 ３
岐 阜 県 ３３
静 岡 県 ８２
京 都 府 ５
大 阪 府 １２８

合　　　計 ２７６

津川国土交通大臣政務官 挨拶

表彰状 授与受賞者代表 謝辞

記念撮影
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平成22年度補正予算のポイント

Ⅰ　円高・デフレ対応のための緊急総合経済対策

1．新成長戦略の推進・加速	 国　費　183億円
⑴　グリーン・イノベーションの推進
①住宅エコポイントの対象拡充	 10億円

（他に経済産業省、環境省計上分 20億円がある）

②公共交通等のグリーン化	 77億円
③グリーン投資の促進	 94億円

⑵　アジア経済戦略の推進
○インフラ／システム海外展開支援	 2 億円

2 ．地域活性化、社会資本整備、中小企業対策等
	 国　費　4,674億円
⑴　地域活性化
①耐震化等による安心・安全な居住・生活環境
　の整備	 995億円
　・住宅耐震化の加速等　160億円※
　・生活に密接に関わる施設の耐震化の推進等
　　（社会資本整備総合交付金を活用）
　・国民生活の安心につながる防災対策等の推進
　　834億円※
　・市街地再開発及び地籍整備の促進　 1億円※
②成長分野としての農林業の育成支援	 101億円
　・森林・林業再生の推進等　101億円
③魅力ある観光地づくりの推進と国内旅行の活性化

13億円
　・国内観光活性化のための滞在型観光の加速化等
　　 8億円
　・外国人観光客のための言語バリアフリー化の加
速等　 5億円

⑵　社会資本整備
○地域の元気復活に資するインフラ整備
	 3,434億円
　・国土ミッシングリンクの解消など地域連携の推
進等　1,296億円※

　・都市鉄道整備事業等の推進　208億円
　・国際コンテナ戦略港湾のハブ機能の強化等
　　47億円※
　・首都圏空港の強化等　29億円
　・社会資本整備総合交付金の追加　1,854億円
⑶　中小企業対策
○資金繰り支援（建設業関係）	 36億円
○新規の事業活動への支援（建設業関係）	 11億円
⑷　その他
○海上保安体制の充実	 84億円

　補正予算追加額計	 国　費　4,858億円

○公共事業の契約の前倒し（ゼロ国債）
	 事業費　2,052億円

（限度額　2,029億円）

Ⅱ　その他

○海上保安官署の施設整備	 1 億円

　補正予算追加再計	 国　費　4,859億円

（注 1）「※」印を付した施策については、他に社会
資本整備総合交付金を活用。

（注 2）計数はそれぞれ四捨五入によっているので、
端数において合計とは合致しない。

平成22年度国土交通省関係補正予算の概要

出典：国土交通省報道発表資料　
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区　　　分 事 業 費 国　　費 ゼロ国債
（事 業 費） 備　　考

【円高・デフレ対応のための緊急総合経済対策】

治 山 治 水 対 策 48,681 34,944 51,901

治 水 47,381 33,644 49,861

海 岸 1,300 1,300 2,040

道 路 整 備 173,965 125,419 114,473

港 湾 空 港 鉄 道 等 整 備 56,769 29,054 22,351

港 湾 整 備 7,460 4,702 19,850

空 港 整 備 3,039 2,855 2,501

都 市・幹 線 鉄 道 整 備 26,073 7,800 0

新 幹 線 鉄 道 整 備 19,500 13,000 0

航 路 標 識 整 備 697 697 0

住 宅 都 市 環 境 整 備 69,726 30,212 15,081

住 宅 対 策 63,300 26,000 1,223

都 市 環 境 整 備 6,426 4,212 13,858

市 街 地 整 備 0 0 0

道 路 環 境 整 備 6,426 4,212 11,721

都 市 水 環 境 整 備 0 0 2,137

公 園 水 道 廃 棄 物 処 理 等 0 0 1,419

下 水 道 0 0 0

国 営 公 園 等 0 0 1,419

社 会 資 本 総 合 整 備 336,669 185,448 0

推 進 費 等 0 0 0

一般公共事業　計 685,809 405,077 205,225

災 害 復 旧 等 70,050 47,738 0

公共事業関係　計 755,859 452,815 205,225

行 政 経 費 71,177 32,940 0

計 827,036 485,755 205,225

【その他】

そ の 他 施 設 費 114 114 0

計 114 114 0

　 合 計 　 827,150 485,868 205,225

平成22年度国土交通省関係補正予算 事業費・国費総括表 （単位 : 百万円）

※計数はそれぞれ四捨五入によっているので、端数において合計とは合致しない。
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平成20年発生災害復旧事業の再調査の
概要と実施結果について

国土交通省河川局防災課　

　公共土木施設の災害復旧事業費とは、災害査定に
よって決定した復旧工法に要する設計額である工事
費と決定した工事費の総額を定められた階層に区分
し区分毎に定められた率を乗じて得た額の合計であ
る事務費の合計額であり、地方公共団体を単位とし
て決定している。
　しかし、事業費決定後に水勢又は地形の変動に伴
う工法の変更、物価の変動に伴う単価及び歩掛の変
更等により当初決定した事業費では不足が生じる場
合がある。
　そこで、災害の発生した年の 4月 1日の属する会
計年度を初年度とした場合の第 3年度目に、事業費
を見直す調査（再調査）を行っている。　
　今年は第 3年度目にあたる平成20年発生災害を対
象に 6月中旬から 7月下旬にかけて行った。
　平成20年発生の主な災害としては、平成20年 2 月
下旬発生の冬期風浪、 6月14日発生の岩手・宮城内
陸地震、 8月末豪雨に代表される集中豪雨、 9月中
旬及び同月末に発生した台風13号並びに台風15号な
どが挙げられる。
　再調査は「過年発生災害復旧事業の再調査要綱に
ついて」（平成22年 5 月19日国土交通省河川局長通
知）（以下「要綱」という。）に基づく。今年、調査
対象となったのは地方公共団体46都道府県、 4政令

指定都市であり、調査方法は要綱に基づき実地調査
と机上調査に分かれることから、これにより実地調
査は 2県、机上調査は44都府県及び 4政令指定都市
となり、実施された。
　実地調査となるのは端的に言えば未着手工事を含
む場合である。要綱におけるいわゆる未着手工事と
は一箇所の再調査申請工事費が300万円を超えるも
ののうち竣工していない工事及び請負契約がなされ
ていない工事に該当するものであり、これに該当し
ない工事とは異なり、事業費決定後の水勢又は地形
の変動、労務費又は資材費の変動等に即応するため
に国庫負担の対象となるべき工事箇所の実状を十分
捉えなければならない。そのため、実地により調査
することが求められるのである。
　平成20年災再調査より、上述要綱に基づき平成21
年度までの実施額と平成22年度残調査額のうち営繕
費及び工事雑費を除いた額を加算したものを国庫負
担対象額としており、結果は、表− 1のとおりであ
るが、当初決定工事費約618億円に対し今回調査額
は、約559億円（国庫負担対象額）となり、金額にし
て約59億円、率にして約 9 %の減額となった。減額
の主な理由としては、契約差金によるものや廃工に
よるもの、また総合単価による査定設計から実施設
計への組み替えに伴う減額によるものが挙げられる。

平成20年災河川等災害復旧事業再調査増減要因内訳
【合計　都道府県工事＋市町村工事】 （単位 : 千円）

都道府県名等 決定工事費
Ａ

再調査額
Ｂ

再調査額

（国庫補助）対 象 額
Ｃ

増　　減 D　　　　　の　　　　　内　　　　　訳

D（C−A） 増減率
（D/D計） 廃　　工 工法変更 実単更正 事業量等 諸 経 費

（分　割）
諸 経 費
（その他） 契約差金 総単組替 そ の 他

01 北 海 道 932,042 841,970 841,970 △  90,072 1.5％ 0 △  9 45,816 △  37,933 △  120 11,692 △  108,036 2,073 △  3,555

02 青 森 県 39,077 30,643 30,643 △  8,434 0.1％ 0 0 595 △  370 0 △  303 △  5,870 △  2,386 △  100

03 岩 手 県 8,475,752 7,927,328 7,924,628 △  551,124 9.4％ 0 121,333 81,880 25,749 17,182 87,801 △  774,787 △  104,405 △  5,876

04 宮 城 県 9,409,312 8,036,420 8,019,988 △ 1,389,324 23.6％ 0 △  632,558 88,012 △  17,269 133,289 △  71,565 △  823,848 △  28,307 △  37,079

05 秋 田 県 2,073,403 1,703,901 1,703,901 △  369,502 6.3％ 0 △  1,542 △  29,066 △  105,246 16,891 △  73,337 △  149,476 △  4,102 △  23,625

06 山 形 県 333,452 301,588 301,588 △  31,864 0.5％ 0 0 3,667 △  430 0 5,748 △  33,348 △  7,238 △  263

07 福 島 県 1,137,268 1,062,875 1,062,875 △  74,393 1.3％ 0 418 26,817 3,738 1,533 18,855 △  146,889 23,716 △  2,582
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都道府県名等 決定工事費
Ａ

再調査額
Ｂ

再調査額

（国庫補助）対 象 額
Ｃ

増　　減 D　　　　　の　　　　　内　　　　　訳

D（C−A） 増減率
（D/D計） 廃　　工 工法変更 実単更正 事業量等 諸 経 費

（分　割）
諸 経 費
（その他） 契約差金 総単組替 そ の 他

08 茨 城 県 646,625 613,696 613,696 △  32,929 0.6％ 0 0 12,334 △  791 5,389 0 △  40,289 △  9,572 0

09 栃 木 県 249,537 231,096 231,096 △  18,441 0.3％ 0 0 △  300 △  297 0 1,279 △  13,577 △  5,573 26

10 群 馬 県 597,370 592,513 592,513 △  4,857 0.1％ 0 △  574 13,445 △  2,212 0 △  843 △  10,923 △  999 △  2,750

11 埼 玉 県 88,240 75,853 75,853 △  12,387 0.2％ 0 0 221 16 0 △  1,631 △  9,691 0 △  1,301

12 千 葉 県 405,906 391,731 391,731 △  14,175 0.2％ 0 0 9,806 604 1,760 1,014 △  27,357 930 △  932

13 東 京 都 110,016 98,835 98,835 △  11,181 0.2％ 0 0 △  2,861 0 0 0 △  8,320 0 0

14 神 奈 川 県 261,517 252,521 252,521 △  8,996 0.2％ 0 3,572 0 8,041 0 0 △  20,609 0 0

15 新 潟 県 4,363,854 3,935,357 3,935,357 △  428,497 7.3％ 0 27,812 △  397,134 △  21,583 0 △  1,730 △  41,678 8,091 △  2,276

16 富 山 県 4,657,015 4,597,929 4,597,929 △  59,086 1.0％ △  1,139 48,958 △  11,480 △  3,866 0 △  5,311 △  81,678 △  3,065 △  1,506

17 石 川 県 3,287,536 2,835,298 2,835,298 △  452,238 7.7％ △  38,738 △  43,929 △  33,004 △  94,954 △  3,495 △  13,947 △  183,235 △  28,482 △  12,454

18 福 井 県 71,019 65,853 65,853 △  5,166 0.1％ 0 0 2,272 0 0 1,202 △  6,260 △  2,034 △  346

19 山 梨 県 170,186 169,270 169,270 △  916 0.0％ 0 0 △  8,287 9,922 0 4,195 △  7,128 0 383

20 長 野 県 234,450 211,267 211,267 △  23,183 0.4％ 0 0 758 △  761 0 100 △  21,646 △  4,558 2,923

21 岐 阜 県 3,700,990 3,268,348 3,268,348 △  432,642 7.4％ △  7,169 26,854 △  24,572 △  56,727 797 △  79,824 △  221,851 △  33,079 △  37,071

22 静 岡 県 492,804 485,047 485,047 △  7,757 0.1％ 0 0 11,076 1,736 1,032 5,384 △  28,301 1,224 91

23 愛 知 県 1,035,689 1,040,037 1,039,309 3,620 −0.1％ 0 29,397 28,001 10,076 0 0 △  63,853 0 △  1

24 三 重 県 4,138,186 3,516,754 3,516,754 △  621,432 10.6％ △  56,045 48,232 32,678 33,463 31,664 37,926 △  725,343 △  15,627 △  8,380

25 滋 賀 県 85,224 68,768 68,768 △  16,456 0.3％ 0 0 △  1,298 4,173 0 △  1,045 △  17,138 △  1,148 0

26 京 都 府 587,745 523,142 522,999 △  64,746 1.1％ △  2,172 0 3,229 424 950 △  1,037 △  47,527 △  16,543 △  2,071

27 大 阪 府 41,945 37,965 37,965 △  3,980 0.1％ 0 0 1,494 0 0 1,277 △  8,572 2,299 △  477

28 兵 庫 県 43,875 36,400 36,400 △  7,475 0.1％ 0 0 △  908 △  907 0 △  2,601 △  231 △  2,770 △  58

29 奈 良 県 485,363 427,632 427,632 △  57,731 1.0％ △  8,981 0 △  913 7,097 0 △  7,461 △  44,652 △  835 △  1,986

30 和 歌 山 県 687,014 502,032 502,032 △  184,982 3.1％ 0 0 △  44,448 25,597 0 △  8,146 △  142,309 △  6,137 △  9,539

31 鳥 取 県 359,245 304,517 304,517 △  54,728 0.9％ 0 0 △  5,403 3,661 0 3,099 △  54,610 380 △  1,854

32 島 根 県 111,914 105,279 105,278 △  6,636 0.1％ 0 0 △  861 △  4,015 0 192 △  4,606 2,642 13

33 岡 山 県 99,002 106,723 106,558 7,556 −0.1％ 0 0 613 2,601 0 2,175 △  1,907 4,087 △  13

34 広 島 県 75,123 74,467 74,462 △  661 0.0％ 0 0 0 710 0 3 △  607 △  767 0

35 山 口 県 343,984 336,399 336,399 △  7,585 0.1％ 0 973 758 △  1,079 △  23 △  939 △  26,350 20,674 △  1,599

36 徳 島 県 678,637 609,094 609,094 △  69,543 1.2％ 0 870 3,044 △  8,668 0 △  4,113 △  55,360 △  3,957 △  1,359

37 香 川 県 0 0 0 0 0.0％ 0 0 0 0 0 0 0 0 0

38 愛 媛 県 16,383 15,603 15,603 △  780 0.0％ 0 0 0 955 0 0 △  286 △  1,347 △  102

39 高 知 県 1,790,049 1,787,788 1,786,634 △  3,415 0.1％ △  6,302 37,165 24,798 △  23,687 23,258 34,553 △  92,906 △  2,510 2,217

40 福 岡 県 938,851 783,940 783,940 △  154,911 2.6％ 0 0 △  1,002 △  4,492 △  6,699 △  7,261 △  86,196 △  11,084 △  38,178

41 佐 賀 県 60,079 56,811 56,811 △  3,268 0.1％ 0 0 824 △  1,024 △  212 35 △  1,252 △  1,214 △  425

42 長 崎 県 416,785 383,902 383,902 △  32,883 0.6％ 0 990 △  1,409 3,285 2,963 1,830 △  28,048 △  12,449 △  46

43 熊 本 県 2,629,248 2,530,045 2,529,487 △  99,761 1.7％ △  1,590 △  5,904 △  7,710 12,867 0 2,348 △  49,947 △  46,430 △  3,394

44 大 分 県 300,566 286,191 286,154 △  14,412 0.2％ 0 931 566 547 △  94 450 △  6,120 △  11,383 691

45 宮 崎 県 2,577,258 2,346,467 2,346,407 △  230,851 3.9％ 0 △  2,090 23,834 18,501 2,439 20,090 △  213,941 △  68,354 △  11,331

46 鹿 児 島 県 1,822,608 1,648,117 1,648,117 △  174,491 3.0％ 0 △  806 △  13,708 △  8,116 0 △  398 △  63,481 △  87,981 △  1

47 沖 縄 県 445,083 396,656 396,656 △  48,427 0.8％ 0 2,484 △  9,286 △  3,720 0 △  14,564 △  24,734 1,395 △  1

48 札 幌 市 0 0 0 0 0.0％ 0 0 0 0 0 0 0 0 0

49 仙 台 市 0 0 0 0 0.0％ 0 0 0 0 0 0 0 0 0

50 さいたま市 0 0 0 0 0.0％ 0 0 0 0 0 0 0 0 0

51 千 葉 市 0 0 0 0 0.0％ 0 0 0 0 0 0 0 0 0

52 川 崎 市 0 0 0 0 0.0％ 0 0 0 0 0 0 0 0 0

53 横 浜 市 0 0 0 0 0.0％ 0 0 0 0 0 0 0 0 0

54 相 模 原 市 0 0 0 0 0.0％ 0 0 0 0 0 0 0 0 0

55 新 潟 市 0 0 0 0 0.0％ 0 0 0 0 0 0 0 0 0

56 静 岡 市 166,913 163,346 163,346 △  3,567 0.1％ 0 0 53 △  3,313 4,293 84 △  2,350 0 △  2,334

57 浜 松 市 117,853 117,538 117,538 △  315 0.0％ 0 0 1,396 965 0 1,284 △  3,299 0 △  661

58 名 古 屋 市 34,762 31,981 31,981 △  2,781 0.0％ 0 0 △  298 △  416 △  11 △  33 △  2,022 0 △  1

59 京 都 市 0 0 0 0 0.0％ 0 0 0 0 0 0 0 0 0

60 大 阪 市 0 0 0 0 0.0％ 0 0 0 0 0 0 0 0 0

61 堺 市 0 0 0 0 0.0％ 0 0 0 0 0 0 0 0 0

62 神 戸 市 0 0 0 0 0.0％ 0 0 0 0 0 0 0 0 0

63 岡 山 市 0 0 0 0 0.0％ 0 0 0 0 0 0 0 0 0

64 広 島 市 0 0 0 0 0.0％ 0 0 0 0 0 0 0 0 0

65 北 九 州 市 1,741 1,541 1,541 △  200 0.0％ 0 0 0 0 0 0 △  200 0 0

66 福 岡 市 0 0 0 0 0.0％ 0 0 0 0 0 0 0 0 0

計 61,828,496 55,968,474 55,946,491 △ 5,882,005 100.0％ △  122,136 △  337,425 △  175,960 △  227,148 232,787 △  53,474 △ 4,532,644 △  456,824 △  209,180
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【岩手・宮城内陸地震の概要】
　平成20年 6 月24日午前 8時43分、岩手県内陸南
部を震源とするマグニチュード7.2の地震が発生
しました。
　この地震により、宮城県内では、栗原市で震度
6強、大崎市で 6弱を観測。 2市を中心に公共土
木施設、住宅、学校、病院等で多くの被害が発生
し、県北の栗原市、大崎市に災害救助法（同年 6
月14日）が適用され、栗原市には局地激甚災害指
定が閣議決定（同年 7月 4日）されました。
　
＜地震情報＞
　◆発生日時 ：平成20年 6 月14日 8 時43分
　◆震　　源 ：岩手県内陸南部（深さ約 8㎞）
　◆マグニチュード ： 7.2
＜県内被害概要＞
　◆死　　者 ：	 14名
　◆行方不明 ：	 4名

　◆負 傷 者 ：	 383名
　◆住宅全壊 ：	 28棟
　◆住宅半壊 ：	 141棟
　◆住宅一部損壊 ：	 1,733棟
　◆公共土木施設 ：	8,684百万円
　　（査定決定額）

岩手・宮城内陸地震災害復旧パネル展の開催
　　〜地域の復興支援に向けた宮城県の取り組み〜

………………………………宮城県土木部防災砂防課

荒砥沢ダム上流の大規模地すべり写真

駒ノ湯の土石流災害写真

駒の湯
標高約1,360m 標高約580m

約4.8km

裏
沢

断面1

崩壊地

断面 3

流下方向

断面 2

断面 4
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　◆経済商工観光関係 ：	 7,092百万円
　◆農林水産業関係被害 ：	59,569百万円
　◆文教施設被害 ：	 869百万円
　◆保健福祉関係被害 ：	 44百万円
　◆環境生活関係被害 ：	 859百万円
　◆県立病院施設被害 ：	 70百万円
　◆公営企業関係施設被害 ：	 21百万円
　　　合　計	 77,208百万円

【地震被害の特徴】
　この地震では、被害が大規模で全国的に注目を
浴びた荒砥沢ダム上流の地すべり箇所や、多くの
被害者が発生した土石流災害、そして大規模な土
砂崩落のため開通まで地震発生から 2年以上の工
事期間を要した道路災害箇所など、本県における
災害としては、近年、稀に見る未曽有の大災害と
なりました。

【進捗状況】
　平成22年10月15日現在の進捗状況については、
件数ベースで宮城県93.9%、栗原市が96.1%、大
崎市が100%という状況です。

【通行止め路線の開通】
　こうした中、地震発生以来通行止めとなってい
た栗原市栗駒耕英の県道築館栗駒公園線及び同市

県道築館栗駒公園線大規模崩落災害写真

花山の国道398号が各々平成22年 9 月17日と18日
に 2年 3カ月ぶりに全線開通しました。

国道398号 開通
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　県道築館栗駒公園線は、栗原観光の目玉である
栗駒山登山の拠点「いわかがみ平」へのアクセス
道路であり、地震発生前の平成19年には約76万人
の観光客が訪れ、その大半が 9月から11月の紅葉
シーズンに集中していました。今回、 9月17日㈯
に開通したことから、地震発生以来 2年間待ちわ
びていた多くの観光客の方々に、栗駒山の美しい
紅葉鑑賞や地元産の食材を使用した郷土料理など
に舌鼓を打って頂けたものと思います。
　また、国道398号は栗原市と秋田県南部の湯沢
市を中心とした湯沢・雄勝エリアを結ぶ宮城−秋
田間の主要なアクセス道路です。当該エリアでは、
紅葉はもとより「温湯温泉」、「小安峡温泉」や「泥
湯温泉」「秋の宮温泉郷」など名湯が多く、 9月
下旬からの紅葉シーズンには多くの観光客に訪れ
て頂きました。

【地域の復興に向けた宮城県の取り組み】
　大規模災害が発生した場合、我々公共土木施設
の管理者は、施設の被災状況を調査し災害復旧事
業の採択に向け災害査定、そして災害復旧事業を
実施し、被災した施設を復旧し災害復旧事業が完
了することになります。
　しかし、岩手・宮城内地震のように被害が甚大
で住民避難を伴う災害が発生した場合は、災害復
旧事業による施設の復旧完了が地域の復興の始ま
りとなります。
　こうした観点を踏まえ、宮城県では災害復旧事
業の進捗状況をお知らせし、被災地が安全、安心
に復旧していることを多くの方に知って頂き、栗
原市の復興に御協力頂くために、以下の日程で「岩
手・宮城内陸地震災害復旧パネル展」を開催しま
した。

岩手・宮城内陸地震災害復旧パネル展の日程

※地元FMラジオ局が主催する災害時非常食の料理
　コンテスト

日　　程 開　催　場　所

平成22年 7 月28日
〜 8月17日

大崎市三本木
道の駅防災情報ステーション
（国土交通省施設）

9月 1日
〜30日

名取市
仙台空港 ターミナルビル

9月 5日 名取市
イオンモール・名取エアリ

9月19日 利府町 宮城スタジアム
（ベガルタ仙台 VS

モンテディオ山形）

9月23日 仙台市勾当台広場
サバメシコンテスト※

10月 8 日
〜15日

宮城県庁  1 Ｆロビー

10月16日 仙台市
ユアテックスタジアム仙台
（ベガルタ仙台 VS FC 東京）

10月18日
〜11月 1 日

栗原市
東北新幹線 くりこま高原駅

築館栗駒公園線開通
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内陸地震記録ビデオの放映も行いました
（イオンモール名取エアリ）

ユアテックスタジアム仙台

当日の観客数約 2万 6千人の宮城スタジアム

宮城スタジアム1日の来店者数が約 5万人の大型商業施設
イオンモール名取エアリ

道の駅 防災情報ステーション
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　パネル展では普段「災害復旧」という言葉をあ
まり認識していない方々に、災害復旧について認
識頂くとともに、栗原市復興への協力をPRでき、
手応えを感じたところです。
　被災地の皆さん、栗原市役所、国土交通省、林
野庁など多くの方の努力により、栗原市は地震災
害からの復興に向け力強く歩み続けています。

  我々宮城県としては、災害復旧事業のみならず、
地域復興の下支えのため、今後も様々な取り組み
行っていく所存です。
　最後になりますが、災害復旧パネル展の開催に
当たり、御協力頂いた関係者の皆様に改めて御礼
を申し上げます。

観光パンフレットの配布も行いました
（ユアテックスタジアム仙台）

栗駒山の横幕を活用した宮城県庁 1Ｆロビー
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「平成１６年災害を経験して」

三重県県土整備部
施設災害プロジェクト 主査

北井　　徹

はじめに
　はじめまして、三重県県土整備部施設災害プロ
ジェクトの北井徹と申します。私は、平成 8年度
に三重県に採用されて以来、いくつかの建設事務
所や県庁河川課勤務となり、特に建設事務所にお
いては、しばしば災害復旧事業にもかかわってき
ました。そして今年 4月から当施設災害プロジェ
クトに配属になりました。当部署においては、三
重県全体の災害復旧事業に関する全般を担当して
いるのですが、私自身、いままで災害復旧事業に
かかわっておきながらも、災害の知識が十分で無
いことに気付き、改めて負担法をはじめに勉強し
直しております。当プロジェクトは三重県の各建
設事務所や市町の災害に関する相談窓口なので、
適切な指導や助言ができるよう、しっかりしてい
きたいと思っています。
　さて、三重県ですが、当県は南北に長く、面積
は5,777㎢あります。海と山に囲まれた自然豊か
なところであります。県内には 2つの国立公園と
2つ国定公園があり、県土の 2 / 3 が山林となっ
ております。地理、地形および気象等の要因から
台風や集中豪雨による自然災害を受けやすい条件
下にあります。全国的に見て、比較的災害の多い
県と言えるのではないかと思います。
　近年、公共土木施設の年間被害額は20億円〜40
億円程度で推移しておりますが、平成16年の被害
額は316億円と突出して被害の大きい年でありま
した。
　今回は、少し昔の話になるのですが、平成16年
災の概要と、その中でも私がたずさわった横輪川
災害復旧助成事業について紹介いたしたいと思い
ます。

平成16年災害の概要
　平成16年災害は三重県全体で1,663件、316億円
の災害が発生しましたが、なかでも被害が甚大で
あったのは台風21号による災害です。平成16年 9
月29日、台風21号の影響を受けた秋雨前線の活動
が活発化し、三重県南部を中心とした地域に激し
い豪雨をもたらしました。宮川観測所では午前
8時40分から 9時40分までの 1時間に139㎜の時
間雨量が観測されました。その後、台風が通過
し、降り始めからの累積雨量は紀伊長島観測所で
1,180㎜に達する記録的な豪雨になりました。各

降雨の状況
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地で床上浸水が発生するとともに、大台町（旧宮
川村）においては土砂災害が発生しました。県全
体で死者 9名、行方不明者 1名、住家の全壊46棟、
半壊23棟、一部損壊39棟、床上浸水2,532棟、床
下浸水3,316棟、公共土木施設1,155箇所の被害が
発生しました。特に、津市、伊勢市、大台町（旧
宮川村）、紀北町（旧紀伊長島町、旧海山町）の
被害が甚大なことから災害救助法が適用となり、
伊勢市を除く上記市町村については被災者生活再
建支援法も適用となりました。
　私は当時、松阪建設事務所に所属しており、大
台町（旧宮川村）の緊急対応にあたったのですが、
現場に入り、いたるところで土砂災害や河川や道
路の決壊が発生しており、また、災害派遣された

自衛隊の方々が救助に当っておられる姿をみて改
めて事態の深刻さを実感いたしました。私ども
は、災害調査も進めながらも村内道路の応急復旧
にもあたりました。大台町（旧宮川村）の奥部は
唯一の道路である国道422号が全幅決壊したこと
から孤立し、被災直後は電気も電話も不通で連絡
が取れない状況でした。私どもは、道路の応急工
事を進めながらも、通行不能箇所は徒歩によりパ
トロールし、人肩にてバリケードを運んだりする
などして対応しました。この年は、台風21号のあ
と、10月に入りましても、台風22号が接近、また、
23号が上陸するなど、当地域も再度豪雨に見舞わ
れ、雨の中、現場で道路の復旧に当るなか、また
土砂崩れが起きるのではないかと恐怖を感じまし
た。ほぼ10月いっぱいは災害調査や応急工事に追
われ、土日も休み無く朝から晩まで対応に当る状
況でしたが、このような大きな災害は三重県に入
ってから初めてでしたので、貴重な体験になりま
した。

一級河川横輪川災害復旧助成事業の概要
　横輪川は一級河川宮川水系の 1次支川でありま
す。まず、この宮川ですが奈良県と三重県の県境
の日出ヶ岳に源を発し、大杉渓谷を貫流し、伊勢
平野に出て、伊勢湾に注ぐ、幹川流路延長93㎞、
流域面積920㎢の河川です。流域の 9割が山地と
なっており、年平均気温は15℃と全体的に温暖な
気候であります。日本屈指の多雨地帯である大台
ケ原を源流にもち、流域内の年間平均降水量は山
間部で3,400㎜超、平野部で2,000〜2,500㎜とな
る多雨地帯です。さて、横輪川ですが、宮川下流
部の右支川であり、伊勢市の南西部を流域にもつ
流路延長12.7㎞、流域面積36.2㎢の小河川です。
　平成16年 9 月29日、台風21号の影響を受けた秋
雨前線の活動が活発化し、宮川上流域に激しい豪
雨をもたらしました。宮川観測所においては最大
時間雨量119㎜、最大24時間雨量732㎜、総雨量
753㎜、また、さらに上流山間部においては総雨
量1,000㎜を超える地域もありました。それに対
し、横輪川流域における降雨は矢持観測所におい
て、最大時間雨量23㎜、最大日雨量106㎜に止ま
っていました。大台町（旧宮川村）の被災状況
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　この宮川上流域に降った豪雨は、 9月29日10時
をピーク雨量とし、宮川本川を流下し、その 6時
間後の16時、横輪川合流点でピーク水位に達しま
した。このため、横輪川下流域は本川背水の影響
を受け、甚大な浸水被害を被りました。横輪川の
現況堤防高T.P.+14.7〜15.0ｍに対し、本川から
の背水位はT.P.+16.2ｍ達し、至るところで越水
により堤防が破堤しました。これにより床下浸水
7戸、床上浸水71戸、宅地 ･農地浸水面積28.8ha
の被害が発生しました。
　このような被害を受け、今回と同様の降雨が発
生した場合、堤防や護岸の原型復旧では再度災害
を防止することはできないため、「越水させない
災害復旧」制度を活用した災害申請を行い、改良
復旧事業により、未災箇所もあわせた一連の区間
において、越水を防止するための堤防高の確保、
河岸侵食の防止を図り、治水安全度を確保するこ
ととしました。今回の被災水位はT.P.+16.2ｍで
あり、宮川本川からの計画背水位はT.P.+15.3ｍ

であることから復旧にあたっての計画高水位は
+15.3ｍとし、背水区間としての余裕高1.5ｍを
加えたT.P.+16.8ｍを計画堤防高としました。完
全バック堤方式を採用し、天端幅を本川計画堤防
幅である 6ｍとしています。背水の影響の無い山
付け区間まで、横輪川においてL=1,215ｍ、支
川雨渕川においてL=606ｍの計L=1,821ｍを災
害復旧助成事業として採択を受けました。
　なお、申し添えたいのは、この出水により宮川
本川の当横輪川合流点より下流の直轄区間、伊勢
市中島・大倉地区においても約160戸の家屋浸水被
害が発生しております。このため、国土交通省三
重河川国道事務所により、浸水被害解消のため床
上浸水対策特別緊急事業により堤防整備をしてい
ただいております。あわせて同事業により、今回
と同規模の洪水が再度発生しても、洪水を計画高
水位以下で安全に流下させるために、河道掘削を
実施していただいております。これにより横輪川
の背水位の低減にも寄与することが見込まれます。

横輪川の被災状況

堤防決壊箇所
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復旧工事について
　さて、横輪川災害復旧助成事業ですが、平成16
年12月 7 日に災害査定を受け、平成17年 1 月25日
に事業費約41億円で事業採択となりました。私は、
平成18年 4 月に伊勢建設事務所整備一課に異動に
なり、この横輪川担当となりました。工事はすで
に前年度平成17年の 9月より着工されており、河
道拡幅により、50,000㎡、209筆、72地権者に及
ぶ大規模な用地買収は、ほぼすべて完了しており
ました。緊急を要する災害復旧事業ではあります
が、発災から 1年半でここまで事業を遂行してき
た諸先輩方の並大抵ではない苦労を感じました。

また、地元のみなさま方のご協力あってのことだ
と思います。
　横輪川災害復旧助成事業の工事概要ですが、横
輪川の改修延長L=1,215ｍのほぼ全区間と支川
雨渕川の一部が築堤区間となっており、合計の築
堤土量は約300,000㎥、護岸工は約40,000㎡にな
ります。主要構造物としては、橋梁が 2橋、樋門
が 3基あります。事業の進捗状況としましては、
平成16年度と17年度で 8割以上の予算が配分され
たにもかかわらず、平成18年 4 月の時点で、工事
は 3割弱程度の進捗状況であり、工事を急ピッチ
で進めているところではありましたが、今後さら

計画平面図

標準断面図
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にハードな工程で工事を進めなければなりません
でした。このため、工事は分割発注し、複数の請
負業者にて同時施工により工事を進めました。最
盛期の平成18年12月頃で最大10社、12工事の同時
施工となりました。さらに、別途道路事業（県道
伊勢南島線津村BP事業）により当横輪川の宮川
合流点から上流へ200ｍ付近において、横輪川を
横過する橋梁工事とその取付けの道路工事も行わ
れており、現場は輻輳し、混乱が予想されました。
そのため、工事請負業者を会員として横輪川河川
災害復旧助成工事安全対策連絡協議会を立ち上
げ、工事を円滑に実施することを目的として、会
員相互の情報共有、連絡調整、安全管理の充実促
進を図ることとしました。この協議会の主催で、
月に 1回の会議の場を設けており、地元の区長、
自治会長、役員等（上野町、円座町、円座栄団地、
津村町、津村団地）に参加していただきました。
三重県（伊勢建設事務所）も参加し、地元住民に
対して、事業の効果・必要性の説明、工事進捗状
況の説明、安全管理の情報共有等を行いました。
　短期間に集中的に行う工事であることから、工
事による騒音や振動、周辺道路の汚れなど地元の
みなさまにご迷惑をかけることもありましたが、
この協議会の会議の場で地元のみなさまから様々
なご意見をいただき、できる限りの対策を行いま
した。
　計画平面図をご覧になっていただきますと、改
修区間の中ほど宮川本川合流点より500ｍほど上
流に馬渕橋という橋梁がありますが、この橋梁は

当助成事業で架け替えました。この箇所において
は右岸側のすぐ下流に津村団地という団地がある
ため、河川改修計画にあたっては、法線を見直
し、左岸引き堤、右岸前出しとしました。また、
この馬渕橋を走る県道伊勢南島線は生活道路であ
り通行止めができないため、まず、左岸側の堤内
側に新堤を設け、旧右岸堤と新左岸堤に仮橋を架
け、交通を切り替えました。その後、旧左岸堤の
撤去、新右岸堤の設置、新橋設置という順序で、
河川の流下断面も確保し進めなければなりません
でした。ここが工程上のネック点となり、他の箇
所はどんどん築堤を進めておりましたが、この馬
渕橋付近の右岸側の築堤は最後になりました。こ
の馬渕橋右岸下流側にある津村団地はほぼ全戸床
上浸水を被っており、住民は再度災害を防ぐべく
一刻も早く堤防が整備されることを望んでおられ
たのですが、どうしても工程上最後になってしま
い、歯がゆい思いをしました。
　他に気をつかったことと言いますと、河川の濁
水対策です。当宮川水系はアユ漁の盛んな河川で
もあり、通常の河川工事においては、放流期や漁
期は一般的に工事を差し控えております。しかし、
当助成事業は緊急を要する事業であり、工程上通
年施工は避けられない状況でありました。このた
め、当水系を管轄する宮川漁業協同組合に協議し、
また、何度も現場立会をしていただき対応策を講
じました。河川内に沈砂池を設けたり、大型土の
うにより、数箇所河川内に越流堰を設置したりし、
上澄み水を流すなど工夫をしました。この横輪川
は渇水期は流量が少なく濁水対策は容易なのです
が、放流期・漁期と重なる出水期は流量も多く、
対策には大変苦慮しました。このような中、宮川
漁業協同組合の組合長、副組合長には様々なご指
導、ご助言いただき何とか無事工事を遂行するこ
とが出来ました。大変感謝しております。
　このようにいろいろな問題がありながらも、非
常に厳しい工程のなか、請負業者のみなさまには
本当にがんばっていただき、平成18年度、平成19
年度と計画通り工事を終えることが出来ました。
特に平成18年度末の工程は厳しく、正月休みを返
上して工事を進めていただいたり、照明を設置し
夜間工事をしていただいた業者の方もいました。安全対策連絡協議会の状況
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本当に頭が下がる思いです。
　平成19年度末に工事の進捗率は97％に達し、平
成20年度に最後の築堤工事が完了し事業完了に至
りました。完成してみると工事期間ほぼ 2年半で
事業費41億円河川改修工事を行ったことになり、
通常の河川事業なら20〜30年かかるところです
が、改良復旧事業の効果とその速効性に感心させ
られました。
　ひとつの課題としては、急速に築堤をしたため、
築堤後に堤体の圧密沈下が発生したということで
す。もちろん圧密沈下分の余盛をみてあるので、
計画堤防高を下まわることはありませんが、護岸
工はフレキシブルなものにするなど工夫が必要と
思いました。また、橋梁や樋門等の構造物との取
付け部は点検等が必要かと思われます。
　完成した河川を見ますと、本川なみの築堤とし
たこともあり、非常にしっかりとしており、洪水
に対する安心感があります。

終わりに
　平成16年に床上71戸、床下 7戸の浸水被害、
29haの農地等の浸水被害を出すことにより始ま
った一級河川横輪川災害復旧助成事業ですが、平
成20年に無事完成いたしました。事業採択に向け
ては国土交通省防災課のみなさま方より大変手厚
くご指導いただいた旨、前任者より伺っておりま
す。ありがとうございました。
　また、この横輪川の改修にあたっては大規模な
用地買収が伴いましたが、このような被害が発生
したなか、治水対策の必要性をご理解いただき、
貴重な土地をご提供いただいた地権者のみなさ
ま、また、工事にご協力いただきました地元のみ
なさまがたには感謝申しあげます。
　最後に大変厳しい工程のなか、大きな事故無く、
無事に工事を施工していただいた横輪川河川災害
復旧助成工事安全対策連絡協議会の工事請負業者
のみなさま方、本当にありがとうございました。

完成写真



（30） 第 738 号 防 災 平 成 22 年 12 月  １  日

Ａ ４判　約440頁　頒価5,000円（消費税込み）　送料協会負担

公共土木施設『災害復旧技術講習テキスト』

　近年公共土木施設の災害復旧業務については、建設コンサルタント等への委託に負うところが大きくなってき
ております。
　本書は、適切な災害復旧業務を円滑に推進するため、建設コンサルタント等災害復旧業務を担当する技術者向
けに災害採択の基本原則、工種別の復旧工法等、災害復旧業務に関する技術論を集大成したもので、技術者必読
のテキストです。
　　改訂版では内容の一層の充実を図るとともに、災害状況と採択事例について大幅な更新を行っております。

１．平成21年発生災害の概要
２．災害採択の基本原則について
３．環境に配慮した災害復旧について
４．改良復旧事業について
５．災害復旧事業の技術上の実務について
６．災害復旧工法
　1.　道路・橋梁

　2.　河川・海岸
　3.　砂防・地すべり・急傾斜地
７．被災状況と採択事例
　1.　道路・橋梁… ６事例
　2.　河川・海岸…13事例
　3.　砂防・地すべり・急傾斜地… ４事例

内 容 案 内

図書ご案内 平成22年 ５ 月改訂版

A 4判　420頁　頒価4,000円（消費税込み）　送料協会負担

実務上手放せない本書をぜひお手元に一冊！

我が国の防災対策について

災害採択の基本原則について

復旧工法のポイントと留意点について

災害事務の取扱いについて
　　Ⅰ　災害復旧制度の概要

　　Ⅱ　災害報告

　　Ⅲ　災害事務の管理

　　Ⅳ　国庫負担率の算定事務

　　Ⅴ　災害復旧事務の予算

　　Ⅵ　改良復旧事業等に対する補助制度

　　Ⅶ　災害復旧事業費の精算と成功認定

災害復旧における環境への取組について

内容案内

図書ご案内

災害復旧実務講義集（平成22年度版）
平成22年 ５ 月発刊

災害復旧事業の技術上の実務について
　　―設計積算と工事実施―

改良復旧事業の取扱いと事業計画策定について

災害査定の留意点について

「災害復旧技術専門家派遣制度」の活用について

災害査定の迅速化への取り組みについて
　　〜「平成21年７月中国・九州北部豪雨」における山口県での取り組み〜

平成18年災 一級河川元町川河川等

災害関連事業における多自然川づくりの取組について

詳しくはホームページをご覧下さい。

詳細については、㈳全国防災協会ホームページの出版図書案内をご参照下さい。
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災害復旧工事の設計要領（平成22年版）

　「災害復旧工事の設計要領」（通称「赤本」）は、昭和32年に初版を発行して以来、平成22年版で54版を数える
ことになります。
　その間には、請負工事への転換、機械施工の進展、新工法・新技術の開発、電算化への移行等社会情勢の変化
とともに、その都度内容の改正を行ってまいりました。
　災害復旧事業は、被災後速やかに復旧することが事業に携わる者の使命であり、このためには、災害査定設計
書を迅速かつ適確に作成する必要があります。
　災害査定用歩掛は、文字通り災害査定設計書を作成するための歩掛であり、実施計画書との乖離が生じないよ
うにとの配慮から、平成 ５年 ７月より土木工事標準歩掛に準拠したものとなっています。土木工事標準歩掛は、
施工形態の変動への対応及び歩掛の合理化・簡素化の観点からの歩掛の改正・制定が毎年行われています。平成
22年度の災害査定用歩掛の主な改正点は次のとおりです。

〔主な改訂内容の概要〕
⑴　歩掛について
　　災害査定用設計歩掛が準拠している土木工事標準歩掛（国土交通省）において、平成22年度は「機械土工」
など ６工種において改訂が行われた。
⑵　間接工事費について
　　共通仮設費、現場管理費の率分の大都市補正について18地区が追加された。

第Ⅰ編　一般事項
　第 １章　総　　則
　第 ２章　工事費の積算
　第 ３章　一般管理費等及び消費税相当額
　第 ４章　数値基準
　第 ５章　建設機械運転労務等
　第 ６章　災害査定設計書記載例

第Ⅱ編　共 通 工
　第 １章　土　　工
　第 ２章　共 通 工
　第 ３章　基 礎 工
　第 ４章　コンクリート工
　第 ５章　仮 設 工

第Ⅲ編　河　　川
　第 １章　河川・海岸
　第 ２章　河川維持工

　第 ３章　砂　　防
　第 ４章　地すべり防止工

第Ⅳ編　道　　路
　第 １章　舗 装 工
　第 ２章　付属施設
　第 ３章　道路維持修繕工
　第 ４章　共同溝工

第Ⅴ編　そ の 他
　第 １章　伝統的な復旧工法（参考）
　第 ２章　機械経費

第Ⅵ編　参考資料
　第 １章　設計資料
　第 ２章　災害復旧における環境への取組に

ついて
　第 ３章　災害復旧工法について

新刊ご案内 平成22年 7 月発刊

本書の内容
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平成22年　発生主要異常気象別被害報告 平成22年11月15日現在（単位：千円）
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